






検討分科会の推計によると，2040 年までに「消滅可能性」1) のある市区町村は 896 あり，






















の国内観光消費額は，22.3 兆円，直接波及効果として国内生産額 22.7 兆円，粗付加価値
10.5 兆円(GDP の 1.9%)，雇用数 211 万人，(全雇用の 3.2%)となっている 3) 。日本人海外
旅行（国内分）や訪日外国人旅行による消費額を含めた 2017 年のわが国での旅行消費額は，




図１ 平成 29 年における，わが国における旅行消費額 
































































































組みがある 6) 。 
 島根県松江市玉湯町にある玉造温泉は，平安時代より三名泉とされ，古くから温泉地と
して有名であった。1992 年米子道開通を見越して旅館の大型化や近代化を進められたもの





































































































ている。また，八戸のまちを元気することを目的として，第 1 回Ｂ-1 グランプリを開催す 
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写真２ Ｂ-1 グランプリ in 横手（秋田県横手市）  
出所：津山ホルモンうどん研究会提供(2009.9) 
る等，まちおこし活動を続けている。総務省「緑の分権推進会議」分科会がまとめた報告
書によると，2010 年の経済効果は 563 億円との試算が明らかになっている。 
「津山ホルモンうどん研究会」は，鈴木康正氏を中心にご当地グルメのホルモンうどん




ットのメディアからの取材による広告宣伝効果は，3 年で約 3 億円以上と試算された。ま
た，カルビー ポテトチップス津山ホルモンうどん味等，商品開発の依頼が急増しているの












































笹川スポーツ財団によると，年 1 回以上ランニングする「ランニング人口」11) は 2012 年
の約 1,009 万人をピークに減少に転じ，2016 年は約 893 万人と頭打ち状態になっている。
一方，市民マラソン大会の開催件数は急増している。「ランネット」というＷeb サイトを
運営するランナーズホールディングスによれば，2016 年に開催された国内のフルマラソン









たとえば岡山マラソンは，2018 年 4 回目を迎えるが，今回も 1 万 4,000 人の定員の 2.02
倍の応募がある。2017 年の 3 回大会では県外参加者の 約 8 割が宿泊しており，そのうち 1
泊が 80 .7%，2 泊以上が 19 .3 %であった。経済効果は前年から 6,000 万円増加の 14.7 億
円で，4.5 億円の開催費の 3 倍超に達し費用対効果の高さがうかがわれる 12) 。ちなみに，
「東京マラソン 2017」の参加者 3 万 5,824 人，沿道観戦者数は延べ約 151.2 万人，経済効






































 訪日外国人旅行者数は，1,000 万人を超えた 2013 年から 5 年間で 3 倍に膨らみ，2015
年には 1,974 万人と政府が目標とする 2,000 万人を 5 年前倒しでほぼ達成し，訪日客増に
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に向け政府はビザ発給要件の緩和や航空路線の拡充等に力を入れてきた。2018 年は相次ぐ
自然災害等が影響し，推計で 9 月には前年同月比 5.3%減と一時失速したものの，その後は
回復基調に転じ，12 月 18 日に初めて 3,000 万人を突破し，最終的には 3,100 万人程度と
過去最多を更新する見通しが示されている。 
 今後，政府は，成長戦略の柱として観光を捉え，東京五輪・パラリンピックが開催され






























写真 4 訪日外国人旅行者（台東区浅草） 
出所：「とうほう Navi ―商業情報―」第 11 号（2018.10）  
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にも掲載された 17) 。 
 
１２．地域のツーリズムを広域的にとらえる日本版ＤＭＯ 18)  





































3)「旅行・観光消費動向調査」平成 29 年年間値(確報)の国内観光消費額は，21.1 兆円(前年度比 0.8%
増)となっている。 
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